
















のように理解され位置付けられてきたか（第 2 節項目 1），およびその点を踏まえた上での本件













































その中核だとする。そして高藤は，障害者権利条約原則第 3 条 a 項は，自己決定の自由を含め
















































日本は 2007（平成 19）年 9 月 28 日に同条約に署名し，2014（平成 26）年 1 月 20 日に同条
約を批准した。また障害者差別解消法は，同条約の発効を受け国内法整備のため，2013（平成
25）年 6 月に成立した法律である。また本件での解釈を問われる具体的な法規である障害者総







士会編 2017 : 28）。
その意味では，本件を検討するにあたり，同条約と障害者差別解消法に示される合理的配慮
3） 　乙 7 : 6 の証拠書類参照。
































































7）  　平成 23 年（行コ）第 24 号行政処分義務付等請求控訴事件。『判例地方自治』366 号 31 頁，『賃金と社会保









































































会・援護局障害福祉保健部長「補装具支給事務取扱指針について」（平成 26 年 12 月 26 日障発
1226 第 35 号，甲 10 号証の 1 参照）で定められていた。この別添にて「補装具費支給事務取扱
指針（以下，「補装具事務指針」とする。）」では，「第 1　基本的事項」の「1．補装具給付の目
的について」で以下の文言が示される。すなわち身体障害者については「職業その他日常生活






















































11）  　本取扱要領は，平成 22 年 3 月 31 日に出されたものを基準に，本件当時に関するまでの最終改正は平成 27
年 3 月 31 日障発 0331 第 5 号となる。しかしながら本件に関する内容は，平成 22 年制定のものが基になるた
め，平成 22 年の通知の記述で行う。
26 経済理論　397・398号　2019年9月
また取扱要綱の第 2 の 2，（2）の項目において，「補装具費を支給する電動車いすの名称種別
の決定に当たっては，身体の状況，生活環境及び身体的操作能力（操作性，所用時間，安全性）
の結果を総合的に考慮して行うこと」，とある。
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The Appropriateness of Funding for the Lift and Neck Support Function  
of Electric Wheelchairs as Assistive Devices: Written Opinions in the Appeal  
against Withdrawing Funding for Wheelchairs in Kyoto City
Megumi KANAGAWA
Abstract
This paper considers the appropriateness of court decisions regarding the provision of 
funding for the lift and neck support function of electric wheelchairs as assistive devices.
 First, I consider the issue of autonomy and independence for persons with disabilities.
 Second, I consider how the lifestyle of the plaintiff can and should be from the 
perspective of reasonable accommodation with regard to the Convention on the Rights of 
Persons with Disabilities.
 Finally, I argue that the current standards regarding funding for assistive devices are no 
longer appropriate or in accordance with the intent of the Convention on the Rights of 
Persons with Disabilities.
29電動車いすにおけるリフト機能並びに独自製作ネックサポート機能部分に関する補装具としての支給の正当性 
